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■事業報告 
業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要 

 
（１）監査委員会の職務の執行のため、監査委員の職務を補助する専属の使用人を配置するなど独立性を担保するとともに、

監査委員の職務の執行に際して生ずる費用又は債務の処理についての社内規程を定め、適切に処理しています。 
また、監査委員会への報告に関する体制を整備し、内部統制部門より当社及び子会社に関する情報を監査委員会に報告

するとともに、内部通報制度を整備し、その内容について監査委員に報告しています。 
さらに、監査委員は、執行役会議等重要な会議への出席、執行役並びに当社事業所及び子会社幹部へのヒアリング等の

調査を実施するとともに、会計監査人及び監査担当執行役から定期的な報告を受け、監査の方針・方法、実施状況及び結果
等の協議を行っています。 
項目 決議事項 運用状況    

監査委員会の
職務の執行の
た め 必 要 な
も の と し て
法 務 省 令 で
定める事項 

・監査委員会の職務を補助する専属の使用人
を配置する。 

・人事部長は、監査委員会の職務を補助する
専属の使用人の人事考課及び人事異動
に際して、監査委員と協議する。 

・当社及び子会社に関する情報を、当社内部
統制部門を通じて監査委員会に報告する
ための体制を定める。 

・ 当社及び子会社に関する情報を監査委員会
に報告した者を保護する社内規程・体制
を定める。 

・監査委員の職務の執行に際して生ずる
費用又は債務の処理に関する社内規程を
定める。 

・その他監査委員会の監査に関わる以下の
体制を定める。 
-当社及び子会社の調査を実施する。 
-会計監査人及び監査担当執行役との定期
的な報告会等を通じ、監査の方針・方法、
実施状況及び結果等を協議する。 

・監査委員会の職務を補助する専属の使用人を配置し、監査
委員会の職務を補助している。 

・人事部長は、監査委員会の職務を補助する専属の使用人の
人事考課及び人事異動に際して、監査委員と協議している。 

・情報の種類に応じた報告体制を定め、内部統制部門より
当社及び子会社に関する情報を監査委員会に報告している。 

・内部監査結果について、内部監査人より監査担当執行役を
通じ監査委員会に定期的に報告している。 

・内部通報制度を整備し、その内容について監査委員に報告
している。 

・当社及び子会社に関する情報を監査委員会に報告した者を
保護する社内規程・体制を定め、周知徹底している。 

・監査委員の職務の執行に際して生ずる費用又は債務の処理
について社内規程を定め、適切に処理している。 

・監査委員は、執行役会議等重要な会議への出席、執行役並び
に当社事業所及び子会社幹部へのヒアリング等の調査を実施
している。 

・監査委員会は、会計監査人及び監査担当執行役から定期的に
報告を受け、意見交換等を行い、監査の方針・方法、実施状況
及び結果等を協議している。 

 
（２）三菱電機グループの業務の適正を確保するために必要な社内規程・体制等を定めるとともに、当該体制については、

各執行役が自己の分掌範囲について責任を持って構築し、重要事項については執行役会議を開催して審議を行っています。 
また、運用状況については各執行役が自ら定期的に点検し、内部統制部門が内部統制体制、規程等の整備・運用状況等の

点検を実施するとともに、内部通報制度を整備し、その内容について監査委員に報告しています。 
さらに、当該体制の運用状況について、内部監査人が監査を行い、監査担当執行役を通じ、監査の結果を定期的に監査委員会に

報告しています。 
項目 決議事項 運用状況    

執行役の職務
の執行が法令
及 び 定 款 に
適合すること
を 確 保 す る
ための体制 

執行役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための社内規程を
定める。 
その運用状況は、内部監査人が監査を行う。 

・執行役の職務の執行が法令及び定款
に適合することを確保するための社内
規程を定め、これらに基づき職務執行
を行っている。 

・全執行役を対象に定期的にコンプライ
アンス教育を実施するとともに、法改正
や社会動向を踏まえた執行役としての
留意事項を提供している。 

三菱電機グループに
おける業務の適正
を確保するための
体制については、各
執行役が自己の分掌
範囲について責任
を持って構築し、
運用状況について
自ら定期的に点検
している。 
また、内部統制部門
が内部統制体制、
規 程 等 の 整 備 ・
運用状況等の点検を
実施するとともに、
内部通報制度を
整備し、その内容
について監査委員
に報告している。 
当該体制の運用状況
については、内部
監 査 人 が 監 査 を
行 い 、 監 査 担 当
執行役を通じ、監査
の結果を定期的に
監査委員会に報告
している。 

そ の 他 株 式 
会 社 の 業 務 
並 び に 当 該 
株式会社及び 
そ の 子 会 社 
から成る企業 
集団の業務の 
適 正 を 確 保 
す る た め に 
必要なものと 
して法務省令 
で定める体制 
の整備 

当社における業務の適正を確保するための
以下の体制を定める。 
・執行役の職務の執行に係る情報の保存
及び管理に関する社内規程を定める。 

・損失の危険の管理に関する体制は、各執行役
が自己の分掌範囲について責任を持って
構築する。 

・経営の効率性の確保は、各執行役が自己
の分掌範囲について責任を持って行う。 

・ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための以下の体制
を定める。 
- 倫理・遵法に関する社内規程及び行動規範
を制定する。 
-内部通報制度を実施する。 

・重要事項については、執行役会議で審議を
行う。 

・運用状況については、内部監査人が監査を
行う。 

・執行役の職務の執行に係る情報の保存
及び管理に関する社内規程を定め、
情報の保存及び管理を適切に行って
いる。 

・損失の危険の管理に関する体制は、
各執行役が自己の分掌範囲について
責任を持って構築するとともに、重要
事項については執行役会議を開催して
審議を行っている。 

・ 経営の効率性の確保は、各執行役が自己
の分掌範囲について責任を持って行う
とともに、重要事項については執行役
会議を開催して審議を行っている。 

・倫理・遵法に関する社内規程及び行動
規範を制定し、これらに基づき職務執行
を行っている。 

・使用人を対象に、定期的にコンプライ
アンスに関する各種の教育を実施して
いる。 

三菱電機グループにおける業務の適正を
確保するための以下の体制を定める。 
・当社の各執行役は、自己の分掌範囲に
おける子会社を管理する。 

・三菱電機グループ共通の倫理・遵法に
関する行動規範を制定する。 

・横断的に三菱電機グループ会社の管理を
行う専門の組織を設置する。 

・三菱電機グループ会社の職務執行に係る
事項の報告、損失の危険の管理及び職務
執行の効率性確保に関する体制を構築する
とともに、管理基準を制定する。重要
事項については、当社の執行役会議で
審議・報告する。 

・内部監査人による子会社の定期的な監査
を実施する。 

・各執行役が自己の分掌範囲における
子会社について責任を持って管理して
いる。 

・三菱電機グループ共通の倫理・遵法に
関する行動規範を制定し、周知徹底
している。 

・関係会社管理を行う専門の組織を設置
し、三菱電機グループ会社の横断的
な管理を行っている。 

・三菱電機グループにおける業務の適正
を確保するため、三菱電機グループ
会社の管理基準を定めるとともに、
三菱電機グループ会社の重要事項に
ついては執行役会議を開催して審議・
報告を行っている。 
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■連結計算書類

(単位：百万円)
親会社株主に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金

その他の

包括利益

(△損失)

累計額

自己株式 合計

期首残高 175,820 202,832 2,071,817 △17,802 △2,924 2,429,743 109,116 2,538,859

当期純利益 193,132 193,132 8,551 201,683

208,427 208,427 5,844 214,271

当期包括利益 － － 193,132 208,427 － 401,559 14,395 415,954

利益剰余金への振替 78,824 △78,824 － － 

株主への配当 △77,283 △77,283 △7,107 △84,390

自己株式の取得 △367 △367 △367

自己株式の処分 △696 696 0 0

非支配持分との取引等 641 641 △86 555

期末残高 175,820 202,777 2,266,490 111,801 △2,595 2,754,293 116,318 2,870,611

その他の包括利益(△損失)

　(税効果調整後)

連 結 持 分 変 動 計 算 書
(２０２０年４月 １日から　２０２１年３月３１日まで)

非支配持分
資本

合計科            目
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連結注記表  
１．連結計算書類の作成基準 

当社の連結計算書類は、会社計算規則第 120条第 1項の規定により、国際会計基準(以下、IFRS)に準拠し
て作成しております。ただし、同項後段の規定に準拠して、IFRS により要請される記載及び注記の一部を
省略しております。 
 

２．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 
  連結子会社数２０５社、持分法適用会社数３８社 
 
３．重要な会計方針 
(1)金融商品の評価基準及び評価方法 
①非デリバティブ金融資産 
(ⅰ)償却原価で測定する金融資産 
契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデルに基づいて
資産を保有しており、かつ契約条件により元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・
フローが特定の日に生じる資産は、償却原価で測定する金融資産に分類しております。償却原価で
測定する金融資産は、公正価値で当初認識し、当初認識後は実効金利法による償却累計額を加減し貸倒
引当金を調整した金額で測定しております。 
(ⅱ)公正価値で測定する金融資産 
主に取引関係維持・強化を目的として保有している資本性金融商品をその他の包括利益を通じて公正

価値で測定する金融資産に指定しており、これ以外の金融商品を当期純利益を通じて公正価値で測定
する金融資産に分類しております。 
・その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産は、公正価値で当初認識し、当初認識後の公正
価値の変動をその他の包括利益として認識しております。 
・当期純利益を通じて公正価値で測定する金融資産は、公正価値で当初認識し、当初認識後の公正価値の
変動を当期の純損益として認識しております。 

②デリバティブ 
契約が締結された時点の公正価値で当初測定し、その後も公正価値で再測定し、再測定の結果生じる

利得又は損失を純損益に認識しております。ただし、キャッシュ・フロー・ヘッジの有効部分はその他の
包括利益として認識しております。 
 

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法 
棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で測定しております。正味実現可能価額

は、通常の事業過程における見積売価から、完成までに要する見積原価及び見積販売費用を控除した額を
いいます。取得原価の算定に当たっては、仕掛品のうち注文製品については個別法、仕込製品については
総平均法を使用しております。原材料及び製品については原則として総平均法を使用しております。 
 

(3)有形固定資産の評価基準及び減価償却方法 
①有形固定資産 
有形固定資産の測定については、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を
控除した価額で表示しております。減価償却は、見積耐用年数にわたり、主として定率法により償却して
おりますが、一部の資産は定額法により償却しております。 
②使用権資産 
リース期間が 12 ヵ月以内に終了するリース及び原資産が少額であるリースを除く全てのリースについ

て、使用権資産を認識しております。 
使用権資産は取得原価で当初測定しており、取得原価はリース負債の当初測定額等で構成されており

ます。リース負債は、リース開始日時点での残存リース料を、主に借手の追加借入利子率を用いて割り引い
た現在価値で当初測定しております。当初認識後の測定においては原価モデルを採用し、取得原価から
減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で表示しております。 
減価償却は、耐用年数とリース期間のいずれか短い年数にわたって、当社グループが所有する固定資産に対
する減価償却と同様の方法により償却しております。 
 

(4)非金融資産の減損 
棚卸資産及び繰延税金資産を除く当社及び連結子会社の非金融資産は、減損の兆候の有無を判断しており、

減損の兆候が存在する場合は、当該資産又は資金生成単位の回収可能価額を見積り、減損テストを実施して
おります。のれん及び耐用年数を確定できない無形資産については、減損の兆候の有無に関わらず少なくとも
1年に一度、同時期に減損テストを実施しております。資産又は資金生成単位の帳簿価額が見積回収可能
価額を超過する場合には、減損損失を当期の純損益として認識しております。 
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 (5)引当金の計上基準 

引当金は、過去の事象の結果として、当社及び連結子会社が、現在の法的又は推定的債務を負っており、
当該債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高く、当該債務の金額について信頼性のある
見積りができる場合に認識しております。貨幣の時間的価値が重要である場合、引当金は、見積将来キャッシュ・
フローを貨幣の時間的価値及び当該負債に特有のリスクを反映した税引前の利率を用いて現在価値に
割り引いております。 
 

(6)退職後給付の会計処理 
確定給付制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用並びに過去勤務費用は、予測単位積増方式を用いて

算定しております。 
割引率は、期末日時点の優良社債の市場利回りに基づき算定しております。 
確定給付制度に係る負債又は資産は、確定給付制度債務の現在価値から制度資産の公正価値を控除して

算定しております。 
確定給付制度の再測定による変動は、発生した期においてその他の包括利益として一括認識し、直ちに

利益剰余金に振り替えております。過去勤務費用は、発生した期の純損益として認識しております。 
 

(7)収益 
当社及び連結子会社は、IFRS 第 9号に基づく利息及び配当収益等を除き、以下の5ステップアプローチに

基づき、顧客への財やサービスの移転との交換により、その権利を得ると見込む対価を反映した金額で収益を
認識しております。 
ステップ 1：顧客との契約を識別する。 
ステップ 2：契約における履行義務を識別する。 
ステップ 3：取引価格を算定する。 
ステップ 4：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。 
ステップ 5：履行義務を充足した時点で(又は充足するに応じて)収益を認識する。 
家庭電器・半導体・産業用機器等の大量生産製品は、顧客が製品を受け入れた時点で収益を計上しております。

一部の検収を必要とする製品は、顧客が製品を受け入れ、当社及び連結子会社が当該製品に関して所定の性能が
達成されていることを実証し、顧客による最終的な動作確認のうち重要となり得ないものを残すのみとなった
時点で収益を計上しております。取引の対価は、履行義務を充足したのち概ね 1 年以内に受領しております。 
保守契約は、契約期間にわたり保守を実行し、その期間に応じて収益を計上しております。 
一定の要件を満たす特定の工事請負契約は、進捗度を合理的に測定できる場合には、当該進捗度に応じて

収益を計上しております。進捗度を合理的に測定できない場合には、原価回収基準を適用しております。進捗度は、
当期までの発生費用を工事完了までの見積総費用と比較することにより測定しております。工事完了までの見積
総費用については、工事の進捗等に伴い発生費用に変更が生じる可能性があることから、その見積り及び仮定を
継続的に見直しております。 
収益を認識する金額は、製品又はサービスと交換に権利を得ると見込んでいる対価を反映した金額として

おります。製品、機器、据付及び保守等の組み合わせを含む複数の要素のある取引契約については、提供された
製品・サービス等が単品として独立の価値をもつ場合に、各構成要素を個別の履行義務として取り扱い、各構成
要素の独立販売価格の比に基づいて取引価格を配分しております。 
リベート、値引き等、事後的な対価の変動を含む取引契約については、見積りと実績に重要な乖離が生じない

範囲で当該変動価格を考慮し、取引価格を決定しております。 
価格決定の裁量権がない、在庫リスクを有していない、契約履行に関して他の当事者が主たる責任を負って

いる等の取引契約については、収益を純額ベースで認識しております。 
 

４．会計上の見積りに関する注記 
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に
係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりとなります。 
なお、新型コロナウイルス感染症の影響に関しては、事業の特性や各国・地域により足元の状況は異なる

ものの、長期的に重要な影響はないと仮定し、「有形固定資産、のれん及び無形資産の回収可能価額」等の
会計上の見積りを行っております。当社は、上記の仮定は期末日時点における最善の見積りであると判断して
おりますが、想定以上に新型コロナウイルス感染症の影響が拡大した場合は連結計算書類の金額に重要な影響を
与える可能性があります。 
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(1)一定の期間にわたり履行義務を充足する契約における見積総費用 

重電システム部門及び情報通信システム部門における一定の要件を満たす特定の工事請負契約については、
当該工事請負契約の当期末時点の進捗度に応じて収益を計上しております。当連結会計年度の重電システム部門
及び情報通信システム部門の売上高はそれぞれ 1,270,287 百万円、380,159 百万円であり、このうちの
一部が工事請負契約に基づき進捗度に応じて計上している収益となります。進捗度は、当連結会計年度までの
発生費用を工事完了までの見積総費用と比較することにより測定しております。見積総費用は、契約ごとに当
該工事請負契約の契約内容、要求仕様、技術面における新規開発要素の有無、過去の類似契約における発
生原価実績などのさまざまな情報に基づいて算定しております。 
見積総費用は、将来の状況の変化によって変動する可能性があり、見積りと実績が乖離した場合は、

翌連結会計年度の連結計算書類における収益の金額に重要な影響を与える可能性があります。 
 

(2)引当金の認識及び測定 
受注工事損失引当金は、重電システム部門及び情報通信システム部門における工事請負契約において、

当該工事の見積総費用が請負受注金額を超える可能性が高く、かつ予想される損失額を合理的に見積もる
ことができる場合に、将来の損失見込額を計上しております。当連結会計年度末における受注工事損失引当金の
残高は、40,082 百万円であります。見積総費用は、契約ごとに当該工事請負契約の契約内容、要求仕様、
技術面における新規開発要素の有無、過去の類似契約における発生原価実績などのさまざまな情報に基づいて
算定しております。 
製品保証引当金は、製造上やその他の不具合に対する製品保証について、期末日現在において将来の

費用発生の可能性が高く、その金額を合理的に見積もることができる場合に計上しております。将来の
発生費用は、主に過去の無償工事実績及び補修費用に関する現状に基づいて見積っております。当連結会計
年度末における製品保証引当金の残高は、52,696百万円であります。 
受注工事損失引当金における見積総費用及び製品保証引当金における発生費用の見積り額は、将来の状況の

変化によって変動する可能性があり、見積りと実績が乖離した場合は、翌連結会計年度の連結計算書類に
おける受注工事損失引当金及び製品保証引当金の金額に重要な影響を与える可能性があります。 
 

(3)有形固定資産、のれん及び無形資産の回収可能価額 
有形固定資産、のれん及び無形資産の減損テストにおいて、資産又は資金生成単位の見積回収可能価額は、

使用価値と売却費用控除後の公正価値のうちいずれか大きい方の金額としております。使用価値の算定に
おける見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値及び当該資産に固有のリスクを反映した税引前
割引率を用いて現在価値に割り引いております。資産又は資金生成単位の帳簿価額が見積回収可能価額を
超過する場合には、減損損失を認識しております。当連結会計年度に有形固定資産、のれん及び無形資産に
おいて 7,826 百万円の減損損失を計上し、当連結会計年度末の有形固定資産の残高は 857,645 百万円、
のれん及び無形資産の残高は 153,512 百万円となりました。 
見積将来キャッシュ・フロー及び売却費用控除後の公正価値の見積りは、将来の状況の変化によって

変動する可能性があり、見積りの変動によって翌連結会計年度の連結計算書類における有形固定資産、のれん
及び無形資産の減損損失の認識に重要な影響を与える可能性があります。 
 

(4)繰延税金資産の回収可能性 
繰延税金資産は、将来減算一時差異、未使用の繰越欠損金及び繰越税額控除のうち、将来課税所得に対して

利用できる可能性が高いものに限り認識しております。繰延税金資産の実現可能性の評価にあたり、将来
課税所得を見積り、繰延税金資産の一部又は全部が実現する可能性が実現しない可能性より高いかどうかを
考慮しております。当連結会計年度末における繰延税金資産の残高は 183,134 百万円であります。 
将来課税所得の見積りは、将来の状況の変化によって変動する可能性があり、見積りの変動によって翌連結

会計年度の連結計算書類における繰延税金資産の認識に重要な影響を与える可能性があります。 
 

(5)確定給付制度債務の測定 
確定給付制度債務は、割引率、退職率、一時金選択率や死亡率など年金数理計算上の基礎率に基づき

算定しております。割引率は、将来の毎年度の給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割引期間に
対応した期末日時点の優良社債の市場利回りに基づき算定しております。当連結会計年度末における退職給付に
係る負債の残高は 161,388 百万円であります。 
年金数理計算上の基礎率は、将来の状況の変化によって変動する可能性があり、実績との差異又は基礎率自

体の変更によって、翌連結会計年度の連結計算書類における確定給付制度債務の金額に重要な影響を与える可
能性があります。 
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(6)金融商品の公正価値 

金融商品のうち、非上場株式の公正価値については、投資先の純資産等に関する定量的な情報及び投資先の
将来キャッシュ・フローに関する予想等を総合的に勘案して算定しております。当連結会計年度末における
非上場株式に関する資産の残高は68,361百万円であります。 
公正価値の見積りは、将来の状況の変化によって変動する可能性があり、投資先の業績や将来キャッシュ・

フロー等の見積りの前提条件が変動した場合は、翌連結会計年度のその他の包括利益の金額に影響を与える
可能性があります。 

 
５．連結財政状態計算書に関する注記 
(1)資産から直接控除した貸倒引当金 13,259 百万円 
(2)有形固定資産の減価償却累計額           2,464,741 百万円 

減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。 
(3)その他の包括利益(△損失)累計額 

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産   93,893 百万円 
在外営業活動体の換算差額                 17,866 百万円 
キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の純変動額          42 百万円 

(4)保証債務 4,584 百万円 
 
６．連結持分変動計算書に関する注記 
(1)当連結会計年度末の発行済株式及び自己株式の種類及び総数 

発行済株式 普通株式 2,147,201,551 株 
自己株式  普通株式 1,916,138 株 
(注)自己株式には、役員報酬 BIP(Board Incentive Plan)信託口が保有する当社株式 1,488,717 株を
含めております。 

(2)配当に関する事項 
配当金支払額      77,283 百万円 

 
７．金融商品に関する注記 
(1)金融商品の状況に関する事項 

当社及び連結子会社は、容易に換金可能でかつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得後
3ヵ月以内に満期となる短期投資を中心に資金運用を行っており、これらは現金及び現金同等物に計上してお
ります。資金調達については、金融機関からの借入金又は社債発行等により実施しております。 
売上債権及び契約資産に係る顧客の信用リスクは、外部機関での調査を行った上で、取引先に対して

与信限度額を設定し顧客の財務状況を定期的にモニタリングすることなどにより、信用リスクに応じた取引
限度額を設定し管理しております。 
その他の金融資産は主として資本性金融商品であり、定期的に公正価値を把握し管理しております。また、

デリバティブ取引を外国為替相場及び金利相場の変動による市場リスクを回避する目的で利用しており、
短期的な売買差益を獲得する目的や投機目的で利用することはありません。 

(2)金融商品の公正価値等に関する事項 
当連結会計年度末における連結財政状態計算書の帳簿価額及び公正価値は、次のとおりであります。なお、

帳簿価額が公正価値と近似する金融商品は、以下の表には含めておりません。 
(単位：百万円) 

  帳簿価額 公正価値 
社債及び借入金 
(1 年内返済予定を含む長期) 176,845 173,837 

(注)金融商品の公正価値の算定方法 
 社債は、日本証券業協会の売買参考統計値を用いて算定しております。借入金は、将来キャッシュ・
フローを新規に同様の契約を実行した場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定して
おります。 
 

８．１株当たり情報に関する注記 
１株当たり親会社株主帰属持分 1,283 円 88銭 
基本的１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益  90 円 03銭 
希薄化後１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益   90 円 03銭 

 
９．重要な後発事象に関する注記 
   重要な後発事象はありません。 
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１０．収益認識に関する注記 
当社グループの事業は、重電システム、産業メカトロニクス、情報通信システム、電子デバイス、家庭電器

及びその他の事業の 6 区分で報告セグメントが構成されており、当社のマネジメントが経営資源の配分の決定
及び業績の評価に定期的に使用していることから、これらのセグメントで計上する収益を売上高として表示して
おります。 
売上高は、顧客の所在地に基づき地域別に分解しております。これらの分解した売上高と各セグメントの

売上高との関連は以下のとおりとなります。 
(単位：百万円) 

  
日本 

 海外  
連結合計 

  北米  アジア  欧州  その他  計  
重電システム 917,858  103,836  201,075  18,474  20,282  343,667  1,261,525
産業メカトロニクス 511,828  147,185  445,249  126,679  6,308  725,421  1,237,249
情報通信システム 331,550  3,785  3,589  1,392  272  9,038  340,588
電子デバイス 49,923  9,049  76,286  26,692  155  112,182  162,105
家庭電器 470,016  114,577  185,589  218,011  36,162  554,339  1,024,355
その他 149,664  821  14,752  370  4  15,947  165,611
連結合計 2,430,839  379,253  926,540  391,618  63,183  1,760,594  4,191,433

 
１１．その他の注記 

その他の損益(△損失) 
当連結会計年度におけるその他の損益(△損失)には、土地売却益12,247百万円が含まれております。 
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■計算書類

(単位:百万円)

圧縮記帳

積立金

別途

積立金

繰越利益

剰余金

期首残高 175,820 181,140 180 43,955 9,583 300,000 540,753 △2,924 1,248,509 33,732 18

   会計方針の変更による

   累積的影響額
147 147

会計方針の変更を反映

した期首残高
175,820 181,140 180 43,955 9,583 300,000 540,901 △2,924 1,248,656 33,732 18

事業年度中の変動額

   剰余金の配当 △77,283 △77,283

   当期純利益 185,526 185,526

   自己株式の取得 △367 △367

   自己株式の処分 0 696 696

   株主資本以外の項目の

   当期変動額(純額)
－ 69,726 △282

事業年度中の変動額合計 － － 0 － － － 108,243 328 108,571 69,726 △282

期末残高 175,820 181,140 181 43,955 9,583 300,000 649,144 △2,595 1,357,228 103,459 △264

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
(２０２０年４月 １日から　２０２１年３月３１日まで)

資本

準備金

利益

準備金

資本剰余金 利益剰余金

資本金 その他利益剰余金その他

資本

剰余金

自己株式
株主資本

合計

株主資本

その他

有価証券

評価

差額金

繰延

ヘッジ

損益

評価・換算差額等
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個別注記表  
１．棚卸資産の評価基準及び評価方法 
製品・原材料……総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法 

により算定) 
仕 掛 品……個別生産によるものは個別法による原価法、その他は総平均法による原価法(貸借

対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定) 
 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 
(1)子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 
(2)その他有価証券 
・市場価格のあるもの……事業年度末の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し､売却原価は移動平均法により算定) 
・市場価格のないもの……移動平均法による原価法 
 

３．有形固定資産の減価償却の方法は、定率法を採用しております。ただし、1998 年 4 月 1 日以降に
取得した建物(建物附属設備を除く)並びに 2016 年 4月 1日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については、定額法を採用しております。 

 
４．引当金の計上基準 
(1)貸 倒 引 当 金……受取手形・売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)製 品 保 証 引 当 金……製品のアフターサービスによる費用支出に備えるため、過去の実績を
基準として発生見込額を計上しております。 

(3)受 注工事損失引当金……当事業年度において見込まれる未引渡工事の損失に備えるため、当該
見込額を引当計上しております。 

(4)退 職 給 付 引 当 金……社員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると
認められる額を計上しております。 

(5)海外投資等損失引当金……海外投資等に係る損失の発生に備えるため、投資先の財政状態等を斟酌
して今後発生する可能性のある損失見積額を引当計上しております。 

(6)役員退職慰労引当金……取締役及び執行役への退任慰労金支出に備えるため、内規を基礎として
算定された当事業年度末の見積額を引当計上しております。 

(7)競争法等関連費用引当金……競争法等関連費用として、今後発生する可能性のある損失見積額を引当
計上しております。 

 
５．収益及び費用の計上基準 

当社は、利息及び配当収益等を除き、以下の5ステップアプローチに基づき、顧客への財やサービスの
移転との交換により、その権利を得ると見込む対価を反映した金額で収益を認識しております。  
ステップ1：顧客との契約を識別する。  
ステップ2：契約における履行義務を識別する。  
ステップ3：取引価格を算定する。  
ステップ4：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。 
ステップ5：履行義務を充足した時点で(又は充足するに応じて)収益を認識する。  
家庭電器・半導体・産業用機器等の大量生産製品は、顧客が製品を受け入れた時点で収益を計上して
おります。一部の検収を必要とする製品は、顧客が製品を受け入れ、当社が当該製品に関して所定の性能が
達成されていることを実証し、顧客による最終的な動作確認のうち重要となり得ないものを残すのみと
なった時点で収益を計上しております。取引の対価は、履行義務を充足したのち概ね1年以内に受領して
おります。 
保守契約は、契約期間にわたり保守を実行し、その期間に応じて収益を計上しております。  
一定の要件を満たす特定の工事請負契約は、進捗度を合理的に測定できる場合には、当該進捗度に応じて
収益を計上しております。進捗度を合理的に測定できない場合には、原価回収基準を適用しております。
進捗度は、当事業年度までの発生費用を工事完了までの見積総費用と比較することにより測定しております。
工事完了までの見積総費用については、工事の進捗等に伴い発生費用に変更が生じる可能性があること
から、その見積り及び仮定を継続的に見直しております。  

  

9 



   
収益を認識する金額は、製品又はサービスと交換に権利を得ると見込んでいる対価を反映した金額と
しております。製品、機器、据付及び保守等の組み合わせを含む複数の要素のある取引契約については、
提供された製品・サービス等が単品として独立の価値をもつ場合に、各構成要素を個別の履行義務として
取り扱い、各構成要素の独立販売価格の比に基づいて取引価格を配分しております。 
リベート、値引き等、事後的な対価の変動を含む取引契約については、見積りと実績に重要な乖離が
生じない範囲で当該変動価格を考慮し、取引価格を決定しております。 

 
６．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
７．連結納税制度を適用しております。 
 
８．会計方針の変更 

当社は「収益認識に関する会計基準(企業会計基準第 29号 2020 年 3月 31日改正。以下「収益認
識会計基準」という。)」及び「収益認識に関する会計基準の適用指針(企業会計基準適用指針第30号 2020
年 3月31日改正)」を当事業年度の期首より適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した
時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしておりま
す。 
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計基準を遡及修正した場合の累積的影響額を、当事業
年度の期首の繰越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。この結果、
株主資本等変動計算書の繰越利益剰余金の期首残高は147百万円増加しております。 
また、当事業年度の売上高が2,067百万円、売上原価が1,843百万円、営業利益、経常利益、税引前
当期純利益がそれぞれ 37百万円減少しております。 

 
９．表示方法の変更 

当社は「会計上の見積りの開示に関する会計基準(企業会計基準第31号 2020 年 3月31日公表)」を
当事業年度から適用し、｢会計上の見積り」を記載しております。 

 
１０．会計上の見積り 

当社の計算書類の金額に重要な影響を与える可能性のある主要な会計上の見積り及び仮定を含む項目
及びその残高は以下のとおりであります。 
なお、見積りの内容は連結計算書類の注記表と同一のため、記載を省略しております。 
①一定の期間にわたり履行義務を充足する契約における見積総費用 
当社の売上高は 2,459,282 百万円であり、このうちの一部が工事請負契約に基づき進捗度に応

じて計上している収益であります。 
②引当金 
 受注工事損失引当金 26,802 百万円 
 製品保証引当金 37,319 百万円 
③有形固定資産及び無形固定資産 482,970 百万円 
④繰延税金資産 47,681 百万円 
⑤退職給付引当金 11,377 百万円 
⑥投資有価証券及び関係会社株式 673,724 百万円 

 
１１．有形固定資産の減価償却累計額 1,649,326 百万円 

なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。  
 
１２．保証債務  1,043 百万円 

リコース条項付き売掛債権譲渡残高 641 百万円、社員(住宅資金融資) 393 百万円、 
その他 1件 8 百万円 

 
１３．関係会社に対する短期金銭債権 529,809 百万円 長期金銭債権   11,298 百万円 

関係会社に対する短期金銭債務 673,994 百万円 長期金銭債務  108,160 百万円 
 
１４．関係会社に対する売上高 1,331,011 百万円 

関係会社よりの仕入高 1,072,070 百万円 
関係会社との営業取引以外の取引高 35,889 百万円 
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１５．当事業年度末の発行済株式 普通株式 2,147,201,551 株 
 
１６．当事業年度末における自己株式 普通株式 1,916,138 株 

(注)役員報酬 BIP(Board Incentive Plan)信託口が保有する当社株式 1,488,717 株を含めており
ます。 

 
１７．配当に関する事項 
(1)配当金支払額 

決議 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 
2020 年 05月 11日 

取締役会決議 55,816 百万円 26 円 00銭 2020年3月31日 2020 年 6月 2日 

2020 年 10月 29日 
取締役会決議 21,467 百万円 10 円 00銭 2020年9月30日 2020年12月 2日 

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
決議 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

2021 年 04月 28日 
取締役会決議 55,816 百万円 26 円 00銭 2021年3月31日 2021 年 6月 2日 

 
１８．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

繰延税金資産 退職給付引当金等 108,535 百万円 
繰延税金負債 退職給付信託設定益等 △60,854 百万円  
繰延税金資産の純額  47,681 百万円 
 

１９．関連当事者との取引 

属性 会社名 議決権等の
所有割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 (百万円) 科目 期末残高 

(百万円) 

子会社 三菱電機 
ヨーロッパ社 直接 100% 

当社の製品を
販売している｡ 

当社製品の
販売(注) 156,828 売掛金 83,752 

子会社 
三菱電機 
住環境 
システムズ 
株式会社 

直接 73% 
間接 27% 

当社住宅設備
機器及び家庭
電 気 機 器 を 
販売している｡ 

当社製品の
販売(注) 194,729 売掛金 46,705 

子会社 
三菱電機 

オートモーティブ・
アメリカ社 

間接 100% 
当社より部品を
購入し、自動車
機器を製造及び
販売している。 

当社製品の
製造・販売
(注) 

65,490 売掛金 29,367 

(注)当社製品の販売については、価格その他の取引条件は、市場の実勢を参考に折衝の上決定しております。 
 

２０．１株当たり純資産額  680 円 76銭 
１株当たり当期純利益  86 円 48銭 
 

２１．移転価格税制調整金 16,519 百万円は、移転価格に関する事前確認申請にかかる相互協議の合意に
基づき、当社が海外連結子会社から受領した過年度取引に関する調整金であります。 
 

２２．固定資産売却益 12,246 百万円は、土地売却益であります。 
 

２３．減損損失 2,783 百万円は、有形固定資産等の減損によるものであります。 
 

以上 
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